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四、日本判例法を中心にみる契約の解除一、現行民法典と改正案における契約解除の基本構成　
現行民法典の第三款に、契約解除の規定群が置かれる。改正案ではこれが第四款となるが、その基本構成は維持
されいくつかの点で部分的な修正がみられる。　
まず、民法五四〇条において、 「解除権の行使」に関し、契約の解除が、一方当事者の意思表示によってなされ
る旨が示 、改正案も同様である。これはフランス民法のように裁判官が決定する（一一八四条）のではなく、当事者に解除の意思表示を委ねることにより、取引の不当な遅滞を招かないようにするという点に意義がある。　
次に民法五四一条で、 「履行遅滞等による解除権」として、相手方の不履行に際し、相当の期間を定めてその履
行の催告をし、その期間が徒過したときに契約の解除を認めるという趣旨のいわゆる「催告解除」の規定が置かれる。こ ことは、民法 、ドイツ民法三二三条、スイス債務法一〇七条等にみられる催告 を原則 して採用す
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るものであることを示すものである。これが改正案でも維持され、その第五四一条では、 「催告による解除」とタイトルが変更され、より明確に催告解除の原則性を宣明するかのようである。ただ、第五四一条にはこれまでにも指摘してきたように、法制審議会で最も激しく争われてきた問題の一つである「ただし書」が挿入されている。　
そして現行民法では、五四二条において「定期行為の履行遅滞による解除権」が、五四三条においては「履行不
能による解除権」が規定され 。これらは、比較法的観点からすると、ここに個別に無催告解除とされるべき二つの類型が採用されてい とみることができる。改正案は、これら二つの類型を一つの条文へと統合 他に無催告解除が認められ べき類型、すなわち「履行拒絶」をも取り込み（同条二項） さら 「契約をし 目的を達すのに足りる履行 される見込み ないことが明らかであるとき」という、 いわゆる受け皿規定をも設け（同条五項） 、ここ第五四二条において「催告によら 解除」 （無催告解除）の統一規定を採用す に至った。　
契約解除の効果に関しては、現行民法五四五条の一項において、原状回復の原則が示され、同条三項において解
除と損害賠償請求とが併存するものであることが規定されている。改正案第五四五条でもこれが基本的 は維持され、現行同条二項 金銭返還の際の利息を付すべき旨の規定に、金銭以外の物の返還に果実をも返還しなければならない旨の規定（改正案同条三項）を加えたところだけ 新たな修正点であり 改正案第 四五条 基本構成としては、現行の五四五 を維持してい 。　
債権者が解除権を喪失する場合 規定として、債務者の「催告による解除権の消滅」 （現行五四七条） あり、
これは改正案第五四七条でも維持されるが、これは解除権 有 る債権者であっ も、一定期間内に解除の意思表示をしないと解除権を失うというもので、これを債務者から 相当期間を定め 催告に依拠させるところがわが民法の特徴である。さらに民法五四八条では、 「 権者の行為等による解除権 消滅」の規定が 、解除権を有
四六
する債権者が目的物を行為若しくは過失によってそのままの形で返還できなくなった場合にその解除権を喪失する旨の規定がある。これも文言の一部修正（行為を故意に代える）に、ただし書が新たに加えられ、二項が削除されるが、基本的構成は改正案でも維持されている。　
注目されるべきところは、新たに加えられた改正案第五四三条である。債務の不履行が「債権者の責めに帰すべ
き事由による場合」に 解除権 喪失する旨の規定であり、債務者の不履行が、債権者の責めに帰すべき事由によってもたらされた場合に、債権者が解除できないことが明らかにされる。　
以上が、現行法と改正案における契約解除の規定群の基本構成である。以下、比較法的視座からの考察を加えな
がら、民法のあるべき解釈を探りたい。二、共通参照枠草案
（１）
（
D
C
FR
）を起点とした比較法的考察
　
国際物品売買契約に関する国際連合条
約（２）
（ウィーン国連売買条約：
C
ISG
）における国際取引判例を中心とした
分析の前に、将来ヨーロッパ 典の基礎とな であろう共通参照枠草案（
D
C
F
R
）における契約解除からみてい
くことにする。　
共通参照枠草案も他の多くの統一法秩序と同様に、 重大な不履行に基づく解除（
III.-3:502 ）と付加期間解除（
III.-
3:503 ）の二元構成を採用する。このいずれの解除も、 一方当事者の意思表示による解除であり、 フランス、 ベルギー、
ルクセンブルクの法のような裁判官の介入による解除制度の時間的ロスの不都合を回避する
（３）
ものである。まず、重
大な不履行による解除からみていく。
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１
　
重大な不履行に基づく解除
　（１）契約によって期待していたものが実質的に奪われること　「債務の不履行が重大である」と うそ 意味は、
III.-3:502(2)(a)
に示されている。すなわち「債権者が当該契
約に基づいて正当に期待することができたものが、不履行によって実質的に奪われる」ことである。もちろん契約締結時 債務者がその結果を予見できないような場合は除かれる。コメンタールでは、このａ号に示された重大の定義には三つの要素 あるとされ、①
　
時の要素が重要なケース、この一例として一定の時点までの結婚式への花
の配達が挙げられる。②
　
期待していたものが実質的に奪われる場合、③
　
債務者がその結果を予見すべきもので
あったかどうか、という三つの要素が示され が、これらは十分な整理がなされたものとはいえない。　
本質は、②に示されているように、債権者が期待していたものが実質的に奪われるという要素であるが、これは
規定のａ号を繰り返したもの すぎない。もし、その内容を三つの要素として示すとしたら、①
　
物理的、事実的、
法律的に履行が不可能となるケース、②
　
履行期の遵守が不可欠であるケース、③
　
債務者がその結果を合理的に
予見すべきこと、というように整理すべきである　
コメンタールでは、次の四つの設例が挙げられる。
設例
 1
　
請負人であるＡは、五個の車庫およびＢのトラックが通行す 道路舗装を請け負った。Ｂが倉庫を開業する一〇
月一日前にすべての工事が完了するよう求められてい 。一〇月一日までに車庫は建てられたが、道路は築かれた
四八
ものの舗装はされず、その結果、Ｂは車庫を使用できなかった。Ｂは契約で期待していたものを実質的に奪われた。Ａの不履行は重大なものである。設例
 2
　
設例
 1で、舗装されなかった道路が十分平らであり、舗装されてなくてもＢのトラックを使用することのできる
ものであり、しかも道路は一〇月一日の後 すぐに舗装された。Ｂは期待していたものを実質的に奪われ はいない。Ａ 不履行は重大なものではない。設例
 3
　
Ａは、Ｂの高級ワインが実質的な温度変更による悪影響を受けないようＢのワイン貯蔵室に温度コントロールシ
ステムを 置することに合意した。設置の不備により、コントロールシステムは機能せず、Ｂの貯蔵ワインは飲用できないものとなった。Ａの不履行は重大な のである。Ｂは契約上期待できたものを実質的に奪われた。さらにＡは、不適合なシステムの結果を 理的に予見できた。設例
 4
　
Ａは、Ｂの家屋に摂氏二〇度を常に維持することのできる温度コントロールシステムを備えたセントラルヒー
ティングを設置することに合意する。Ａが知らなかったことであるが、その一室は温度変化にきわめて敏感なある種の植物を生育させるための部屋であり、その植物を生育させるために数年間 集中的な作業が費やされていた。
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その部屋のヒーティングパイプの一つの欠陥の結果、温度は二度下がり、すべての植物が枯死し、数年間の作業が水泡に帰した。Ａの不履行は重大なものではない。というのはそのような重大な結果が個人の家屋のわずかな温度変化によって生じるということを合理的には予見し得なかったであろうからである。　（２）故意又は故意に準ずる重過失による行為　ｂ号においては、不履行が故意又は故意に準ずる重過失によるものであり、このことで債権者が債務者の将来の
履行を期待できないと信じる理由があるときに重大な不履行として認められる（
III.-3:502(2)(b) ） 。ヨーロッパ契
約法原則
（４）
（
P
E
C
L
:E
P
）では「故意」の場合のみが規定される（
8:103(c) ）が、 ユニドロワ国際商事契約原則
（５）
（
P
IC
C
:U
P
）
では、 「故意」に加えて「故意に準ずる重過失」が規定されている（
7.3.1(c) ） 。これが、 共通欧州売買法草案
（６）
（
C
E
SL
）
では、 「故意又は故意に準ずる重過失」 文言は落 されており、より一般的に「将来の履行は当てにでき いということを明確にするような性質のものであるとき」に重大な不履行となるとされる（
87(2)(b) ） 。
　
ここで、
reckless
の訳語として一般に用いられている「無謀な」という訳語に代え「故意に準ずる重過失」なる
表現を使用したい。
reckless
は、刑法上は未必の故意や認識ある過失を含んだ概念であり、民法上は、重過失の中
で不履行の結果が生ずる可能性のあることの結果を認識しながら行為した場合の重過失に相当し、そうした認識のない重過失を除いた部分がこの概念に該当する。 「無謀な」という訳語では、これを正確に捉えることができないため、 「故意に準ずる重過失」という訳語 用いることにしたい。　
設例として次のものが挙げられている。
五〇
設例
 5
　
Ａは、Ｂの唯一の販売人としてＢの商品を売却するという契約をして、Ｂの商品と競合関係にある商品を販売し
ないことを引き受けた。それにもかかわらず、Ａは、ＣとＣの競合商品を売却する契約をする。Ｃの商品を売却するというＡの努力は完全に不成功 終わり、Ｂの商品販売への影響はなかったが、ＢはＡの不履行を重大なものとして扱うことができる。設例
 6
　
Ｐの代理人Ａは、自己の出費の返済を受ける権限を有するが、Ｐに虚偽の領収書を提出する。請求額は小さいも
のではあるが、ＰはＡの行為を重大な不履行として扱うことができ、契約を解除できる。設例
 7
　
Ａは、Ｂのためにスーパーマーケットを建設する契約 する。Ａはこの契約とは無関係な処理についての争いに
怒って、圧縮機のカバーを作ることを拒否する。Ｂはわずかな額でほかの請負人にカバーを作成させることができる。Ａの不履行は故意によるものだが、重大なものではない。設例
 8
　
Ａは、 Ｂのためにスーパーマーケットを建設する。仕様書では高価なタイプのレンガでの外装が求められている。
Ａの監督者は壁面に使用するためにちょっと見た目にはわから い安いレンガを注文するが、Ｂがこの点を指摘す
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ると、すぐに安価なレンガを取り除いて将来適切なレベルのレンガを用いることに同意する。Ａの不履行は、ＢにＡの将来の履行を信頼できないと信じる理由を与えるものではない。　（３）治癒（追完）の権利との関係　債務者による不適合履行があった場合には、原則として債務者は、履行のために付与された期間内に可能なとき
は、契約に適合した新たな履行の提供をすることができ （
III.-3:202(1) ） 。このように債務者に追完の機会を与え
ることが原則であるが、追完の機会を与える必要がない場合がある（
III.-3:203 ） 。不履行を知りながら行ったもの
であり、信義則に反す と信じ 理由がある場合（同条ｂ号） 、債権者に重大な不便を与えることなく、その他債権者の正当な利益を害するこ なく、合理的な期間内に追完することができないと信じる理由がある場合（同条ｃ号） 、追完が不適当となる事情がある場合（同条ｄ号）が挙げられ が 興味深いのは、重大な不履行に当たる場合（同条ａ号）が挙げられていると ろである。　
法制審議会の議論で、重大な不履行解除一元論が一時強く主張されていた
（７）
。これは、催告解除で相当期間が徒過
すればそれで重大な不履行とみなすことができるという思考を反映するものであり、統一要件として重大な不履行による解除に一元化できるとす ものであ 。ａ号に示されているのは、付加期間内に履行されなくても履行とはならない場合が存す いう とが前提となっており やはり重大な不履行解除一元論は理論的に 適当なものとはいえまい。　
ここでは、以下の設例が挙げられる。
五二
設例
 1
　
日用品の販売人であるＳは五月に、 一定量のココアをＢに売りこれを九月一日までに配達するという契約をする。
それは九月二日までに到達せず、 当日Ｂはこれを拒絶する （こうした性質の日用品の商取引では通常のことである） 。配達の遅延は重大な不履行とみなせるので、Ｓが適合した新たな提供を ても遅すぎる。設例
 2
　
Ａは、Ｂと三月一日までに家屋を建築することに合意する。その時点までには、作業のいくつかの項目が未完成
のままである。この種 少しの遅延は、通常建築契約の重大な不履行ではないので、Ａは遅延が重大な不履行となる前までに、たとえば履行 ため 特別の期間を与える通知をすることで作業を完了させることができる。２
　
付加期間（催告）解除
　
共通参照枠草案においても、他の統一法秩序と同様 契約解除の二元論が採用され 「１」でみた重大な不履行
に基づく解除を原則とし、付加期間解除で補完される。履行の遅延があるときには、この付加期間解除が適用されるが、遅延が重大な不履行とならないときにはもちろん、重大な不履行の場合にも、この付加期間解除を用 ことができ 債権者にとっては、重大な不履行とい るか疑念がある場合や確信が持てない場合にはきわめて有効な法的救済手段だといえる。というのは もし重大な不履行に基づく解除の意思表示 したの 、重大な不履行ではないと認定された場合には、解除権を 使した債権者が をしたことに るからで 。
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設例として次の二つの例が挙げられる。
設例
 1
　
Ｃは自分の庭に塀を作るのにＤを雇う。作業は四月一日までに完了する予定となっているが、期日までの完成は
重要なものではない。当日までにＤは作業を完了せず、作業はかなり遅れているように見える。塀を完成させるには一週間はかからない。ＣはＤに塀を完成させるためにさらに一週間を与え、もしＤにそれができないと、Ｃは契約関係を解除できる。設例
 2
　
Ｅは自己所有のアパートの空室のインテリアの装飾 ためにＦを雇ったが、Ｆが作業を開始する合意をしていた
日までに、アパートの鍵 Ｆに渡さなかった Ｆ 、ＥにＦと会うための準備に合理的な期間を付与し、もしＥそれができなかった場合、Ｆは することができる。　
この履行のための付加期間は、 一定の定められた期間であること、 そして合理的なものであることを要する。 もし、
期間が（いつまでと）定められていないと、いつまでも延期 との印象 与えかねない。たとえば、 「できるだけ早く」と うの は、期間・期日の定めがないの 不適当であり、 「一週間以内」 、 「七月一日より前に」といったように具体的に定めるこ が必要である。また合理的な期間と考えられ よりも短い期間を定 てしまった場合には、その通知自体が無効とされるのではなく、客観的に合理的な期間 経過すれば解除が可能となる。こうし
五四
点は、すべて日本法の催告解除の運用と同様である。３
　
不適合の場合の消費者による解除
　
売買のための消費者契約では、買主は不適合が軽微であるときを除き、第
III
編第３章第５節（契約の解消）の
規定により不履行を理由として契約関係を解消することができる（
IV
.A
.-4:201 ） 。
　
消費者売買では、解除の要件が緩和されていて、不適合が軽微でない限り消費者たる買主にはいかなる不適合に
対しても解除権の行使が認められる。不適合が軽微かどうかの判断に関しては、目的物の使用可能性があるかどうかという要素が重要である。もっとも、軽微でないといえる場合に、消費者買主が直ちに解除できるかというとそのようにはいえない。法的救済には順序・序列があり、追完 機会を与える必要がない場合（
III.-3:203 ）を除き、
まず売主に追完の機会を与えねばならない（
III.-3:202 ・
III.-3:204 ） 。これにより、消費者売買においては、追完のた
めの付加期間を与えた付加期間解除が原則となり、重大な不履行解除がそれを補完する二元論 採用されたことになる。三、ウィーン国連売買条約（
C
IS
G
）を起点とした比較法的考察
　
国際物品売買契約に関する国際連合条約として、日本においても国内法化され、平成二一年から発効している
ウィーン国連売買条約は、現在国際的にも多くの諸国が加盟しており、既に判例の集積もかなりの数に上っている。
契約の解除
（都法五十七
–
二）
　　　
五五
ＣＩＳＧは当時の諸国の比較法の英知が結集されて完成されたものであり、その後の統一法秩序形成のモデルとされている。本章では、ＣＩＳＧ判例
（８）
に焦点を当て、契約解除の運用の実態を瞥見しながら、比較法的視座からの考
察を試みる。１
　
一方当事者による解除の意思表示
　
日本の現行法においても改正案においても契約解除の款の冒頭に、解除権の行使に関し、解除は、一方当事者が
相手方に対する意思表示によってなすもの あることが明記される（民五四〇、改正案第五四〇条） 。　
契約解除の制度はローマ法にはなく、 ヨーロッパにおいてもその後かなり遅れて生じた
）（
（
ものである。そうした中、
まずフランス民法一一八四条において解除の規定が現れ が、それは一方当事者の意思表示によるのではなく、裁判官の介入による解除であ 。これは特に取引 迅速性を要する商人の商取引では不都合であり、判例では、例外的に当事者の一方的意思表示による解除が認められ、また種類物売買では、定められた時に引き渡されないときは、売主の費用で他 供給者からの調達が認められ（一一四四条） 、さらに 主が受領遅滞にあると、売主は一方的解除ができる（一六五七条） 。破棄院も特に重大な違反があった場合には、付加期間が徒過したときに相手方当事者からの一方的解除を認めている
）（1
（
（
C
iv.13.O
kt.1（（8,D
.1（（（. ） 。
　
こうしたことから、ＣＩＳＧ
(26)
をはじめとするあらゆる統一法秩序が一方当事者の意思表示による解除を根
幹に据えている。一方当事者の解除の意思表示に関するＣＩＳＧ判例をいくつかみておく。
五六
①
 　
一九九四年六月一四日
　
ドイツ（
A
m
tsgericht N
ordhorn
）（（
（
）
【事実】イタリアの売主とドイツの買主とが靴の売買契約をした。契約条項には「休暇（
holidays ）より前に遅れ
ることなく」という手書きのものがあった。イタリアではこれは八月よりも前に、ということを意味する。最初の商品の運送は一九九三年八月五日になされ、買主は、一九九三年一一 三〇日に代金を支払った。第二回目は一九九三年九月二四日に送られ、一九九三年九月二八日に買主は、ファックスで契約解除の意思表示 した。そこで売主は、買主は契約を解除する権利を有しないと主張し、代金の全額の支払と利息を求めて訴訟を提起した。【判決】一九九三年九月一〇日より後においてすら、売主には、買主が契約を解除するつもりだということがわからなかった。また買主は、売主に契約を解除する意思のあることを通知すべきであった。ところが、買主はそうしなかったので、契約を解除する権利 有しない、とされた。さらに加えて 引渡の遅滞の場合に四九条二項ａ号のもと、買主が引渡しが行われたことを知った時か 合理的な期間内に解除の意思表示をしていないの 、買主は契約を解除することは きなかったとされた。②
　
二〇〇〇年三月九日
　
オーストリア（
O
berster G
erichtshof
）（1
（
）
【事実】オーストリアの買主が、ドイツの売主と金属プロファ ルの購入についての交渉 入り、買主は両当事者間の基本契約に含まれる一つの契約として、一キロにつき二八シリングの購入価格で 申込みをした。 キロにつき四〇シリングの価格でとのドイツの売主の返答に対して 買 よって何の反論 なく受け入れられた。売主は、購入代金を求めて買主に対して訴訟を提起 た。【判決】買主は、契約違反に際しＣＩＳＧのもとでは、契約の解除は自動的になされるのではなく、買主による意
契約の解除
（都法五十七
–
二）
　　　
五七
思表示がなければならず、本件ではそれをしていないとされた。③
　
二〇一一年八月三日
　
コロンビア（
C
orte Suprem
a de Justicia
）（1
（
）
【事実】
 コロンビアの運送会社であるＡとＢの二社が、バスでの乗客の輸送に関する不確定期間の契約を締結した。
当該契約によると、契約は両当事者が契約を解除することに合意した場合を除き、毎年自動的に更新されることになっていた。契約を解除する場合は、一方当事者が相手方に解除の 思を三〇日前に通知し、これ 相手方が同意することになっていた。ある時Ａ 、Ｂの契約の履行を不満としてＢに三〇日前の通知をし、一方的契約解除の意思表示をしたが、これはつまりＢの同意を得てい いものといえ 。そこで、Ｂは契約条項では相手 の合意の上での解除のみ規定されていることを理由に契約違反としてＡを訴えた。 一審はＢの訴えを認め、 原審はこれを覆した。【判決】
 最高裁は、控訴審判決を支持した。コロンビア民法典には、一方的契約解除の規定がないことを認めなが
らも、一方的 は契約慣行上きわめて一般的なものであり、 たがってコロンビア一般不文法として認められるとした。ＣＩＳＧ（
4（･64 ） 、ＰＩＣＣ（
7.3.1(1) ・
7.3.3 ・
7.3.2(1) ）も引用される。しかし、裁判所はまた契約の適
切な解釈の基礎に基づいても同結論へと至った。両当事者の真意がより重要であり、当事者自治と信義則から、期間の定めのない契約を永続的な のに変える と できないと指摘した。２
　
重大な契約違反（不履行）による解除
　
ＣＩＳＧでは、次の三つの契約解除が認められている
）（1
（
。すなわち、①
　
重大な契約違反（
25･4（(1)(a)･64(1)(a) ）
五八
②
　
付加期間の徒過（
47･63･4（(1)(b)･64(1)(b) ）③
　
将来の重大な違反の明白性
(72)
である。この中で、ＣＩ
ＳＧが解除の中心的要件だと捉えているのが重大な契約違反である。債務者の契約違反が一定の重大性を有するときに債権者は契約を解除できる いうことを原則としている。　
イギリス法では、 契約違反が履行の実質的不履行を導く場合に解除が認められ、 また解除できるのは約束が 「条件」
となっているときのみであるとされる
）（1
（
。さらに一九七九年動産売買法では、黙示条項の違反があったときに明示的
に「条件」とされ解除できるが、欠陥が軽微な場合は解除できない（消費者売買の場合は別である）とされる
）（1
（
。こ
れらがＣＩＳＧの重大な契約違反による解除の一つのモデルになったものと思われる。　
重大な契約違反（不履行）の類型の中で、 その代表的なものとして学術的に真っ先に挙げられるのが「履行不能」
である。たとえば、売買契約後に、その目的物である船が沈没した場合、目的物が国によって押収された場合、目的物が見知らぬ者 盗まれた場合、目的物である船を第三者に売却 引渡した場合は、その契約は履行不能といえる。種類物の場合にも、目的の作物が凶作で れが全滅した場合等当該種類物 どこからも入手できなくなった場合には、履行不能となることがある。つまり、物理的・事実的・法律的 理由で継続的に履行 不可能と った場合には、履行不能だと評価される
）（1
（
。
　
しかし、実際には履行不能とされるケースは少ない。以下では、まず、重大な契約違反（不履行）一般の場合の
ＣＩＳＧ判例をみていく。　（１）重大な契約違反（不履行）一般　重大な契約違反に関するＣＩＳＧ判例が傑出して多い国がドイツである。そこで ドイツ連邦通常裁判所（
B
G
H
）
契約の解除
（都法五十七
–
二）
　　　
五九
判決から二件の判例を取り上げることとし、これに加えてスイス連邦最高裁判所から一件の判例をみておく。④
　
一九九五年三月八日
　
ドイツ（
B
undesgerichtshof
）（1
（
）
【事実】スイスの売主とドイツの買主との間でニュージーランド・イシガイの売買契約がなされた。買主は、ドイツ連邦保健省により安全とされるより多くのカドミウム量が含ま ていたので、売買代金の支払いを拒絶した。買主は売主に汚染を通知しイシガイを引き取るよう求めた。イシガイの引渡後六～八週間して、買主はパッケージに欠陥があると苦情を訴えた。売主は代金 支払いを求めて訴訟を提起した。一審、二審とも売主が勝訴する。【判決】最高裁は、イシガイが同種の物品が通常使用されるであろう目的に適したものであるという下級審の事実認定を支持し、売主が重大な契約違反をしたわけではな ので、買主はＣＩＳＧ
25･4（(1)(a)
のもとで、契約を解
除することはできず、代金を支払わなければならないとした。売主が 国の特別の公法を遵守することは一般的に期待されるもの あるとは認めなかった。以下の三つの要件の ずれかを充たす場合に限っ これが期待されるとする公式を示した。すなわち、⑴同様の法が売主国でも存す 場合、⑵買主がそうした法が存在することを売主に認識させている場合、⑶売主 「特別の事情」 そうした法を知っている 知るべきである場合である。たとえば、
（i）売主が買主国に支店を有するとき、
（ii）両当事者が長期的取引関係にあるとき、
（iii）売主が定期的に買主国
に輸出をしているとき、
（iv）売主が買主国で自身の生産品の広告をしているとき、である。
⑤
　
一九九六年四月三日
　
ドイツ（
B
undesgerichtshof
）（1
（
）
【事実】オランダの売主がドイツの買主と特定の技術的品質を持ったコバルト硫酸塩の売買契約をした。買主は以
六〇
下の理由で契約解除の意思表示をした。すなわち、引き渡されたコバルトは契約で合意したものより品質が劣るものであり、コバルトは契約で示されてい よう 英国産ではなく南アフリカ産であり、売主は産出国および品質が不一致の証明書を引き渡したと。売主は買主の解除権を否定して、売買代金の支払いを求めて訴訟を提起した。【判決】買主の解除権を認めず、売買代金全額の支払いを認めた。何らかの物品が引き渡されており、引渡しの不履行のケースではないので、ＣＩＳＧ
4（(1)(b)
による付加期間解除はできない。また本件での売主の不適合品の
引渡しは、契約の重大 違反とはならないため、ＣＩＳＧ
4（(1)(a)
に基づく解除もできないとした。つまり、本
件では買主が契約に基づいて期待することができたものを実質的に奪う（二五条）ような違反ではな とする。具体的には、 当該物品をなお使用 るかまたは不合理な困難を招くことなく通常 取引関係で売却できるかどうかが決定的であるとする。⑥
　
二〇〇九年五月一八日
　
スイス（
Schw
eizerisches B
undesgerich
t
）11
（
）
【事実】スイスの売主とスペインの買主が、二〇〇〇年一二月に包装機械の売買契約を締結した。契約では売主が買主の工場で当該機械を据え付けその操作の準備 することになっていた。その後、両当事者間に当該機械の正確な性能に関して争いが生じた。買主 売 により一分間に一八〇瓶の生産量が約束されていたと主張したが、売主はそれは可能ではなく、また約束されてもいないと主張した。その後、売主は残った機械 性能を高めよ と何度か試みたが、 期待には遠く及ばな った。最終的に二〇〇三年三月 買 契約を解除し 購入代金の返還と損害賠償を求めた。一審、二審とも買主勝訴。【判決】売主によって引き渡された機械の実際の性能は、契約で求められていた性能にはるかに及ばないものであ
 
契約の解除
（都法五十七
–
二）
　　　
六一
る。したがって、 買主はＣＩＳＧ
25
に従い契約に基づいて期待することができたものを実質的に奪われた。そこで
 
ＣＩＳＧ
4（(1)(a)
に従って契約を解除する権利を有する。
　
以上、重大な契約違反（不履行）についての三つの判例をみたが、重大性に関しては、二五条に規定されるよう
に、一方当事者の契約違反に対して、相手方が契約から期待することができたものが実質的に奪われるような不利益を受けるときに重大なものとされ、その具体的指標として、当該目的物の使用可能性と不合理な困難を招くことなく通常の取引関係で売却できるかどうかという点が基準 なることが示されている。　（２）定期行為　履行期が遵守されることが、契約において決定的に重要な意味を持つとき、その履行期が徒過されてしまうと、
当事者が重大な不利益を被る
）1（
（
ことが考えられる。こうした点から、このような種類の契約も無催告解除が認められ
るべき類型の一つに数えられる。類型 しては、 性質から認められる絶対的定期行為と当事者 意思表示によって認められる相対的定期行為とが考えられる。ここに取り上げる二つの判例のうち最初の判例は相対的定期行為であり、後者が絶対的定期行為だといえなくもないが その厳密な区別は難しい場合もあり、強いて類型化する必要もないだろう。⑦
　
一九九七年二月二八日
　
ドイツ（
O
berlandesgericht H
am
burg
）11
（
）
【事実】ドイツの売主とイギリスの買主が、モリブデン含有率六四％以上の鉄・モリブデンの売買契約を締結した。
六二
両当事者によって合意された価格はモリブデン一キロ当たり
（,70
アメリカドルであった。契約締結から数日後、
市場価格の上昇に伴う購入価格の引き上げという売主の申し出を買主は拒絶した。売主はさらに期日の延長とともにモリブデン含有率の引き下げを買主に求めた。買主は含有率の引き下げには応じ が、引渡しまでの短めの期間を定めた。売主は買主 付加的期間が必要であるこ を通知し、買主に賠償することを申し出た。売主が定められた期間内 履行しなかったので、買主は、既に第三者と締結していた契約を履行 ができるようにするたにより高い価格で代替取引をしなければならなかった。買主は損害賠償を求めて訴訟を提起した。【判決】引渡しの遅滞は契約の重大な違反を構成するとされた。その理由は売主は定められた時期の引渡しが買主にとって必須のものであるということを知っていたからだとする。したがっ 、本件では、ＣＩＳＧ
4（(1)(a)
に
従い契約を解除することができ、また買主によ 定め れた付加期間内に売 商品を引き渡さなかったことを理由として、ＣＩＳＧ
4（(1)(b)
に従って解除することもできる。
⑧
　
一九九八年三月二〇日
　
イタリア（
C
orte di A
ppello di M
ilano
）11
（
）
【事実】一九九〇年一一月二八日にイタリアの買主と香港の売主が、引渡しと支払いに関する以下の条項を伴ったニット製品の売買契約を た。 「引渡：一九九〇年一二月三日、支払条件：保証金：
6,000.00
アメリカドル、収支勘定：
銀行小切手」支払期日前に買主は保証金の額の銀行小切手を発行したが、 商品は引き渡されなかっ 。引渡期日後、買主は購入の注文をキャンセルした。売主は一九九〇年一二月 四日に返答し、 すつもりであるが、全購入価格の支払後に限ると述べた。そこで買主が、契約の解除を主張して訴訟を提起した。【判決】売主はＣＩＳＧ
33
によって要求されるように、契約により定められた期日に商品を引き渡すことができな
契約の解除
（都法五十七
–
二）
　　　
六三
かったので、買主はＣＩＳＧ
45(1)
および
4（(1)
を根拠として契約の解除の意思表示をすることができる。また買
主によ て送付された購入注文のキャンセルは、ＣＩＳＧ
26
の下での解除の通知に相当する。引渡期日の売主に
よる正確な遵守は、商品をホリデーシーズ に間に合うよう受け取ることを期待していた買主には、実質的な重要性があった。そのことは売主にとって契約締結後ですら明らかであった。したがって、契約によって定められた期日に引き渡さないことは売主による重大な違反に至るものであった（ＣＩＳＧ
25 ） 。
　
これら定期行為による解除も、重大な不履行による解除の一つの類型に数えることができ、無催告解除ができる。
しかし、もし無催告解除の意思表示をして これが認められなかった場合には、解除権を行使した者が契約違反をしたことになる。また、履行不能の場合も、その不能の原因が債務者側の領域 存することが一般的であるから、債権者が履行の不能の判断をして無催告解除の意思表示 することには同様のリスクが伴 。　
契約の解除は法的救済の中で最終的手段だ
）11
（
といわれるように、実際にはその決定にはかなりの困難がある。そこ
で履行のための付加期間を与え、この通知に対して建設的な回答が得られなかったり、その期間が徒過してしまった場合に、契約を解除できるということが確実と る で法の予測可能性を高めることができる
）11
（
。
　
そこで、重大な不履行による解除と付加 間徒過の場合の解除とを併存させるシステムが考えられる。ＣＩＳＧ
もこれを採用し、四七条一項において 買主は、売主による義務の履行 ために合理的 長さの期間を定めることができることを定め 九 ｂ号において、引渡しがない場合において、買主 第四七条一項 規定に基づいて定めた付加期間内に売主が物品 引き渡さず、又は売主 当該付加期間内に引き渡さない旨の意思表示をしたときに、契約解除の意思表示をすることがで ること 規定する。
六四
　
次にこの付加期間解除についての代表的なＣＩＳＧ判例をみることにする。
３
　
付加期間（催告）解除
　
付加期間解除のモデルは、スイス債務法一〇七条、ドイツ民法旧規定三二六条一項等
）11
（
である。 「二、 ２」でみたよ
うに一定の定められた合理的な期間であることが求められ、その期間が短すぎた場合には、客観的に合理的な期間が経過すれば解除が認められる。重大な不履行解除一元論というのは、この付加期間が徒過した場合には、それが重大な不履行だと評価できるとして一元化しようというものである。確かに付加期間内に債務者が履行をしないと重大な違反となるこ がほとんどであろうが、場合によっては重大な違反と ならない場合がある
）11
（
ということが認
識されており、やはり理論構成 しても一元化は適当 はな 。　
以下、付加期間解除のＣＩＳＧ判例をみておく。
⑨
　
一九九〇年四月一四日
　
ドイツ（
A
m
tsgericht O
ldenburg in H
olstein
）11
（
）
【事実】ドイツの買主とイタリアの売主が、ファッション商品の売買契約を締結した。契約は秋物商品に言及し、そこには、 「七月、 八月、 九月引渡し」の条項が含ま ていた 九月二六日に第一回目の引渡しがなされた。買主は、契約に従えば 売主は七月に商品の三分の一を、八月にまた三分の を、そして残りの三分の一を九月に引き渡すべきものであったと主張し、商品の受取りを拒絶し 一〇月二日に請求書 返還 た。売主は定められた時渡したとして代金全額の支払いを求めて訴訟を提起した。
契約の解除
（都法五十七
–
二）
　　　
六五
【判決】ＣＩＳＧ
33
に従って期日通りに売主が引渡しをしていないという買主の主張は認めるものの、買主は受領
の拒絶および請求書の返還をすることによっては契約を有効には解除していなかったとされる。ＣＩＳＧ
4（(1)(b)
に規定される うに、契約を解除 ため は、買主はそれぞれ主張されるよう 引渡しがなされなかった後に、履行のための付加期間を定める必要があ が、これが定められていないので、売主に購入全代金額の支払いが認められた。⑩
　
一九九五年五月二四日
　
ドイツ（
O
berlandesgericht C
elle
）11
（
）
【事実】ドイツの売主とエジプトの買主が印刷機に関連した九つの品物の売買契約を締結した。商品は六個と三個の商品をそれぞれ二回に分けて運送委託品として引き渡されることになっていた。買主は全代金のうち第一回の六個の商品分 支払った。売主は第一回 六個の商品の運送委託品のうち 三個しか引き渡さなかった。これは既に買主によって支払わ た代金よりも低い価値しかないも であった。第一回と第二回の両方の委託運送 引渡期日が満了した後、買主は引き渡されていない商品すべて 引渡しのために一一日間の付加期間を定めた。買主によって付与された期間が徒過した後、売主は別の商品の引渡しを申 出た。買主は他のいか る商品の引 しも拒否して、契約解除の意思表示をし、遅滞および一部不履行に対する損害賠償と、実際に引き渡された より過分に支払った代価の返還を求めて訴訟を提起し 。【判決】ＣＩＳＧ
47(1)
に従って、買主により定められた付加期間内に、売主が商品すべては引き渡すことができ
なかったことから、買主はＣＩＳＧ
4（(1)
に基づいて不履行を理由に契約を解除する権利が認められる。さらに、
一部の商品が既に引き渡されているという事実があっても、これ 送付されな った商品 契約を解除す
六六
買主の権利（ＣＩＳＧ
51(1) ）に何ら影響するものではない。また、履行のために買主によって定められた一一日
間の付加期間は不合理なものとはいえない。⑪
　
一九九七年七月四日
　
ドイツ（
O
berlandesgericht H
am
burg
）11
（
）
【事実】フランスの会社（売主）は、トラック二〇台分のトマト濃縮物の引渡しを提案するファックスを英語でドイツの会社（買主）に送った。買主は引渡しを受領するとファックスで返事をした。しかし、トラック一台分しか引き渡されなかった。そこで買主は契約を解除 、 そして遅延している代金を支払うよう売主に訴えられたときに、その支払いを拒否し、売 の契約違反に基づく損害賠償 で相殺すると主張した。【判決】買主は繰り返し履行のため 付加期間を定めており、それが徒過したことから、ＣＩＳＧ
4（･47(1)
に基づ
いて、売主による違反を理由として契約を解除することが認められるとされた さらに、売主から履行をする意思がな との通知を受け取っており は履行の めの付加期間を定め こと ら要しない（ＣＩＳＧ
47(2) ）と
いうことも加えられた。　
この付加期間解除は、ＣＩＳＧをはじめ、ユニドロワ国際商事契約原則、ヨーロッパ契約法原則等の統一法秩序
において、契約解除の二元論、すなわち、原則と ての重大な不履行 よる解除、そしてそれを補完する機能を担うものとし 規律される。　
しかし、その状況に一つの波紋を投じることになる規定が現れる。それが、ＥＣ消費者商品売買指令
）1（
（
（一九九九
年）である。またその後、こ に関しほぼ同内容を踏襲したＥＣ消費者権利指令
）11
（
（二〇一一年）が現れる。
契約の解除
（都法五十七
–
二）
　　　
六七
　
これらの規定では、重大な不履行概念が採用されず、催告解除モデルが採用される
）11
（
。つまりＥＣ指令は、重大な
不履行の要件を放棄することによって解除を可能とする領域を拡大している
）11
（
。これはもちろん消費者保護に資する
という目的を実現させるためである。ただ、契約解除よりも追完が優先するので、履行のための合理的な付加期間の間は解除は妨げられる
）11
（
。
　
このように軽微な不履行 場合を除き、あらゆる不履行に対して付加期間を定めること でき、それが徒過され
た場合に解除が認められるとな と、ＣＩＳＧ制定当時には、特に原状回復の要請から引き渡された目的物 返還等のコストや時 の問題があった。しかし、その後の取引のグローバル化の一層 発展により、商品の返還もＣＩＳＧ制定時よりも迅速かつ安価なもので済むようになっているという取引の実情をも反映したものだと評価されてい
る
）11
（
。なお、このＥＣ消費者商品売買指令を受けて、ドイツでは国内法の民法改正の際に、消費者にとどまらず、
一般民法典としてこうした法制 採用さ ている
）11
（
（三二三条以下） 。
４
　
履行期前の解除
　
履行期前の不履行と解除に関する比較法的考察は、既に一九九九年に示した
）11
（
が、ＣＩＳＧ七二条に規定されるの
は、相手方が重大な契約違反を侵すであろ ということが、明白かつ最終的な履行拒絶によ 場合と他の何らかの客観的状況から履行し いということが明白であるという場合とで 。この後者の客観的履行障害というのは、たとえば、目的物の引渡義務を負う売主の工場の火災による滅失、売買目的物の輸出入の禁止、通貨統制措置による支払制限、買主側の債務超過等
）11
（
が考えられる。
六八
　
この履行拒絶と一般的履行障害の明確性との二つの類型の他に、第三の類型として、それまでになされた契約の
履行状況から今回の契約において履行されないことが明白である場合も含まれるとの主張
）11
（
もある。
　
ＣＩＳＧに第三の類型が含まれるかは争いのあるところではあるが、ユニドロワ国際商事契約原則（
7.3.1(c) ）
や共通参照枠草案（
III.-3:502(2)(b) ）さらに共通欧州売買法草案（
87(2)(b) ）では、債務者の将来の履行を期待で
きないと信じる理由があるときには、契約の解除を認めるとする旨の規定が置かれている。　
以下において 七二条に関する判例をみていくが、かつてドイツ連邦通常裁判所においてＣＩＳＧの規定
が初めて適用された判決として紹介したもの
）1（
（
は、七二条に依拠した解除を認めない事例であった。
⑫
　
一九九二年九月三〇日
　
ドイツ（
L
andgericht B
erlin
）11
（
）
【事実】
 ドイツの小売業者 （買主） が、 イタリアの会社 （売主） に買主の営業所に四か月後に靴を引渡すよう注文をし、
支払いは請求を受けて六〇日以内にするこ とされた。契約締結日と履行期日との間で、ドイツの買主は両当事者間で結ばれた、以前の
4
契約の支払期日を徒過させていた。こうした理由から、売主は買主の支払能力について疑い
を抱いており、一週間以内に後の
4
契約の方の代金の支払いの保証を求め、さもない場合には商品の転売権を行使し、
損害賠償を求めると通知した。買主は保証を与えることを拒絶し、以前の
4
契約では商品の欠陥を理由として支払い
を拒絶する権利を有すると主張した。売主は靴 転売し、買主に対 て訴訟を提起した。【判決】
 靴の引渡しの前においても、買主が購入代金を支払うつもりがなく、これにより重大な契約違反を侵すこ
とが明らかであるから、売主はＣＩＳＧ
72(1)(2)
に基づき契約を解除する意思表示をする権利を有するとされた。
また将来の契約違反の蓋然性は非常に高くて万人 明らかでなければならないことが求められるが、ほとんど完全
契約の解除
（都法五十七
–
二）
　　　
六九
に確実であることまでは要しない。本件では、引渡しがなされた時点で、買主がまだ前の
4
契約を履行していないこ
とから、後の
4
契約に違反するであろうと信じる理由があるとされた。
⑬
　
一九九三年四月二八日
　
ドイツ（
L
andgericht K
refeld
）11
（
）
【事実】ドイツの小売業者（買主）がイタリアの会社（売主）に靴の注文をした。しかし両当事者間の
以前の4
契約
での支払遅延が既に二か月に達していた。三か月後、売主は買主に最初の
4
契約の支払を一週間以内に完了し、今回
4
の4
契約の支払の保証をするよう求め、もしそうしない場合には、契約解除の意思表示をする権利を行使し、既に生
産した靴を転売すると通知した。これに対して買主が返事をしなかったので 売主は最初の
4
契約の支払いを求めて
訴訟を提起し、今回の
4
契約の解除の意思表示をして、商品を第三者に転売した。
【判決】靴の引渡しの前においても、買主が購入代金を支払うつもりがなく、これにより重大な契約違反を侵すことが明らかであるから 売主はＣＩＳＧ
72(1)(2)
に基づき契約を解除する意思表示をする権利を有する。また、
売主が前の
4
契約で何度も支払いを求め、訴訟の提起までしているのに、買主が履行をしていないということも考慮
されている。この判決は控訴審
）11
（
でも支持される。
⑭
　
二〇〇九年五月二九日
　
アメリカ（
U
.S.D
istrict C
ourt,Southern D
istrict of N
ew
 Y
ork
）11
（
）
【事実】二〇〇七年四月から一〇月にかけて、韓国の売主とアメリカの買主が、売主 買主のニューヨークの営業所に約
500,000
着の婦人服を製造し、船で出荷するという一連の契約を締結した。注文書の条項では、買主は衣服
を受領後一五日以内に売主にその支払をしなければならないとされていた。二〇〇七年七月と八月に売主は注文さ
七〇
れた商品の一部を船で送り、それは受領されたが、買主による支払いはなされなかった。同年一〇月から一一月の間に、売主は、引渡しを受けた商品の支払いをするとの の保証を得た後で、追加の衣服を船で送った。後に売主は、五回の分割支払分の割引額での支払いに同意し が予定通りの支払いをしなかったの 、売主はその後のすべての支払いを停止 、衣服の一部はロサンゼルスに留め置いた。二〇〇八年に売主は買主 訴えた。【判決】ＣＩＳＧ七一条の見解では、原告は、買主がそれら衣服の支払いをすることができないであろうということが明らかとなったため、買主への最後の 渡しを正当に停止したと主張する。さらに、ＣＩＳＧ七二条では、もし履行期前に相手方が重大な違反を侵すということが明らか なる場合には 契約 一方当事者が契約 解除する意思表示をすることを認めており 売主が契約解除の意思表示をして商品を留め置いたことは正当であるとされた。５
　
債権者の行為によって生じた不履行による解除権の喪失
　
ＣＩＳＧでは、債権者の作為、不作為によって生じた不履行の場合に、債権者が相手方の不履行を援用すること
ができないとする旨の規定
(80)
がある。ＣＩＳＧでは、 「原因主義」を採用することから、相手方の不履行に自分
の行為がその原因となった場合には、相手方の不履行を援用することができない。そこで、損害賠償請求
）11
（
もできな
いし、契約の解除もでき い。　
こうした債権者の不履行は、一般的には、たとえば建築請負契約で債権者の妻が、建物の建築予定敷地内に債務
者が入ることを拒否すると ったケースがその例であ が、危険 債権者に移転した場合にも解除権を喪失す 。たとえば、国際取引では、基本的には危険は売買契約に従って買主に送付するために物品を最初 運送人に交付し
契約の解除
（都法五十七
–
二）
　　　
七一
た時に買主に移転する（
66(1) ）ので、債権者はその後の履行障害に際し、解除権を喪失し、債務者は反対給付請
求権を有することになる。⑮
　
二〇一一年一一月二二日
　
オーストリア（
O
berster G
erichtshof
）11
（
）
【事実】オーストリアの会社である買主が、ドイツの売主にアイスクリームの完全なモニタリングをするためのビデオ装置を注文した。カメラが売主 よって設置され、買主がその代金を支払った後で、そのシステムでは完全なモニタリングができないことが判明した。何度かやり取りをした後、売主はその装置の修理を希望したが、買主は売主がパーラーに入ることを許さず、売 への信頼を失ったとして契約の解除の意思表示をした。修理は可能なものであったが、かなりの費用を要するものであった。原告は損害賠償を請求した。第一審および控訴審では損害賠償の請求は棄却された。【判決】もしそれが修補可能であったとすると、ＣＩＳＧ
4（(1)(a)
の意味でその契約違反は重大であるといえるの
かどうか考慮された。契約解除の意思表示 許容する に、契約違反が重大であると認定するためには、当該事例のすべての重要な事情を客観的に考慮しなければならない。必要とされる利益衡量を見出すためには、違反の種類と程度および相手方に対するその結果、合理的な期間での修補や新たな引渡しなどの可能性、その費用および買主に っての合理性が ねばならない 本件 は、その事情および利益衡量 すると、契約解除 意思表示は認めるべきではないという結論となる。またＣＩＳＧ
80
に基づくと、理由なく追履行（修補）を拒絶しており、
当事者（債権者）は契約の解除の意思表示をする権利を喪失する。
七二
６
　
不適合の場合
　
債務者が不適合な履行をした場合（その典型例は売主が契約上合意した性質を持たない目的物を給付した場合で
ある） 、大陸ヨーロッパの法秩序では、無催告解除や無催告減額を定めた特別法があった
）11
（
。
　
こうした売買法の特別規定は、ローマ法を範としたものであり、一般的には、契約締結の際に両当事者の目の前
で当該目的物が売買され、買主にその性質の検査が任され、売主はその瑕疵を事後的にはもはや除去できないというものであった
）11
（
。
　
今日では、大量生産品の売買 主流と っており、そこでは買主は、契約締結時には目的物の検査ができず、そ
の欠陥も除去 きない。逆に 売主の方では、完全な代替品を引き渡すことができる
）11
（
。
　
統一法秩序では、不適合な目的物の引渡し又は不適合な仕事は通常契約違反とされる。ＣＩＳＧにおいては、不
適合な給付に関しては、付加期間解除はできず 重大な契約違反 場合にのみ することができる。　
これに関して次のような例が挙げられる
）1（
（
。
 例）　
一二月一日までに一〇の機能を備えた一台の機械を引き渡すという契約をする。引き渡された機械は五つの機
能しか備えておらず、不適合は重大な違反を構成する。しかし買主はその五つの機能が入用であり、四九条に基づいて売主にその不適合を治癒するため一週間の を与える。売 一週間で不適 を治癒できない。　
本事例では、買主は四七条一項 より付加期間を定め、売主がその付加期間内に履行しなかったので、
4（(2)(b)
契約の解除
（都法五十七
–
二）
　　　
七三
(ii)
により解除ができる
）11
（
。しかし、 一般的には、 不適合の場合に付加期間を定めても、 重大な違反とはならないので、
契約解除はできない。　
今日では、 不適合品の場合にも、 不履行が軽微な場合を除き、 解除を認める国内法制 （
Sale of G
oods A
ct 1（7（, §323 
A
bs.5 Satz 2 B
G
B
）が現れてきている
）11
（
。特に消費者売買では、消費者の権利の拡大が図られ、物品の欠陥が軽微で
なければ、消費者たる買主は、売主は相当の期間内に追完を請求でき、しかも買主が修補か代替品給付かを選択でき
る
）11
（
。共通欧州売買法草案（
C
E
SL
）では、消費者は不履行が重大でなくても（軽微な場合を除く） 、不適合だっ
た場合契約解除ができる（
114(2) ）が、 買主が消費者であるときには売主による治癒（追完）に服さない（
106)(3) ）
ものとされ、救済のヒエラルキーに服さない
）11
（
ことから、不適合が重大でなくても、軽微でなければ付加期間を付す
ことなく解除できる
）11
（
ということになろうか。
四、日本判例法を中心にみる契 の解除
）（5
（
　
現行法、改正案においても、契約解除の款の冒頭に、一方当事者 相手方に対する意思表示によって契約解除が
なされる旨の規定が置かれる。比較法のところでみたように、ヨーロッパで初めて解除規定が現れたときには、契約の解消というドラスティック 解決には 裁判官の介入が必要だと考えられたが、その後、取引の迅速性の要請もあり、一方当事者 意思表示によ 除の原則が確立され 。わが民法もこれを継承するものであり、判例に現れたケースでは、近年学納金返還請求関連のケース
）11
（
もみられるが、圧倒的多数のケースは、土地や家屋の明渡請求
関係のもの
）11
（
である。
七四
　
本稿の主要テーマである催告解除と無催告解除に関しては、民法は五四一条で催告解除を原則とし、改正案もこ
れを維持する。統一法秩序では今日でも主流は、重大な不履行を原則として、これを付加期間（催告）解除で補完するという二元論である。しかし、近年 は、消費者保護の指向の理念と相まって、不適合の場合を含めて、債務者に履行（追完）のための付加期間を与えた上での解除の方向性がみられる。これは 債権者による解除の途を広げるだけでなく、履行 実現にも資する法制ではないか
）11
（
と考える。したがって、改正案はこの方向に合致する構成
だとの評価も きよう。民法五四一条に関する判例 数多い
）1（
（
が、今後これまで以上に契約解除の原則として重要な
機能を担っていくもの 思われる。　
無催告解除に関しては、現行法では定期行為の履行遅滞等による解除権（五四二条）と履行不能による解除権
（五四三条）の類型がある。これが改正案では、催告によらない解除（第五四二条）として、履行不能（同条一項） 、定期行為（同条四項） ほか、 拒絶が加えられる（同条二項）だけ なく、契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるときという、 いわゆる受け皿規定をも設けられており （同条五項） 、ここに無催告解除の統一要件が掲げられたといえる。　
これまで判例では、判例法理として構築された信頼関係破壊の法理の適用に当たっても適当な規定がないことか
ら、民法五四一条を修正して無催告解除が認められるのが一般であった
）11
（
が、将来的には、信頼関係破壊の法理に関
しては 改正案第五四二条が適用されることになろう。　
定期行為（民五四二）に関する最 は見られないが、履行不能に する最判は何件かみられ、このうち賃貸借に
おける信頼関係破壊の法理適用によるも
）11
（
を除くと、家屋の賃貸借契約で、賃借人の妻の責めに帰すべき事由によ
る失火による家屋の滅失により賃借目的物の返還義務 履行不能となったケース
）11
（
があるが、これは物理的不能に類
契約の解除
（都法五十七
–
二）
　　　
七五
別できよう。また不動産の二重売買において、第三者への売買予約と仮登記をしたことで履行不能といえるのかどうかについて否定的判断を示したケース
）11
（
は、法律的不能を扱った事例といえる。さらに山林中の立・倒木および関
連諸施設の売買契約において、そ 目的とするところが、立・倒木の伐採・搬出にあり、そのためこの目的達成のため売主が買主に山林の所有者から伐採・搬出のための山林の使用承諾を得るこ が不可能となっ 場合、契約の目的達成のために必要不可欠な債務が履行不能となっ され 契約の解除が認められたもの
）11
（
があるが、これは目
的達成不能のケース 類別できよう。　
解除権の消滅に関しては、催告による解除権の消滅（民五四七）は別として、解除権者の行為等による解除権の
消滅として、民法五四八条に一件の最判
）11
（
がみられるが、今後、重要となってくるのが、改正案第五四三条の債権者
の責めに帰すべき事由による債権者 解除権 喪失の規定であろう。統一法秩序のように不履行に債権者の行為が原因を与えた場合に解除権の喪失を認める はなく、不履行に債権者の帰責事由を要する が日本法の特徴であり、帰責事由を求めるのは全民法体系において採用される整合的なものである。 「三、 ５」でも例を挙げたが、 とえば、家屋の建築の請負契約で、注文主の妻が建築に反対しており 請負人が敷地 入ることを断固として拒絶し、請負人が作業に取り掛かれない場合等が考えられる。こ よう 場合、一般的には債権者 帰責事由が認められ、解除権を喪失することになる。
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